
 

平成 24年 2月 27日 

各   位 

会  社  名 日立キャピタル株式会社 

代 表 者 名 執行役社長 三浦 和哉 

（コード番号：8586・東証第一部） 

問 合 せ 先 経営管理部長 安藤 淳一郎 

(TEL：03-3503-2118) 

    

執行役の異動に関するお知らせ 

 

当社は、平成 24年 2月 27日開催の取締役会において、下記のとおり執行役の異動を決定しましたの

で、お知らせいたします。 
 

 

記 

 

 

１１１１....    新任新任新任新任（平成 2４年 4月 1日付） 

新      職 旧      職 氏   名 

執行役 

日立グループ事業本部長 

業務役員常務 

日立グループ事業本部長 

兼 法人事業本部副本部長 

兼 海外事業本部副本部長 

片岡  淳 

執行役 

営業センター担当 

地域事業本部長 

業務役員常務 

関東甲信越営業本部副本部長 甲斐 雄二 

執行役 

財務本部長 

業務役員常務 

財経部長 
西田 政夫 

 

 

 

2222．昇任．昇任．昇任．昇任（平成 2４年 4月 1日付）    
新      職 旧      職 氏   名 

執行役専務 

ビジネスパートナー事業担当  

経営管理本部長 

執行役常務 

小島喜代志 

執行役専務 

法人事業・日立グループ事業・ 

金融サービス事業担当 

執行役常務 

法人事業本部長 

兼 金融サービス事業本部長 

川部 誠治 

    

    

    

3333．退任．退任．退任．退任（平成 2４年 3月 31日付） 
新      職 旧      職 氏   名 

― 

執行役常務 

地域事業本部長 

兼 ビジネスパートナー事業本部長 

松下  康 

― 執行役常務 浦田 伸一 

 ※松下氏、浦田氏の両名は、４月１日付で当社シニアアドバイザーに就任予定です。 

 

 

 

 

 

 

  



 

4444．新任執行役の経歴．新任執行役の経歴．新任執行役の経歴．新任執行役の経歴    
    

① 片岡 淳 （昭和 3０年  9月 18日生、56歳） 

昭和 53年 ４月 株式会社日立製作所入社 

平成 14年 ４月 同社 電機システム統括営業本部 交通営業本部 海外交通部長 

平成 17年 ４月 同社 電機グループ営業統括本部 企画本部長 

平成 19年 ４月 同社 横浜支社長 

平成 22年 ４月  日立キャピタル株式会社 業務役員常務 日立グループ事業本部長 

現在に至る 

 

② 甲斐 雄二（昭和 33年  1月 17日生、54歳） 

昭和 55年 ４月 日立クレジット株式会社入社 

平成 16年 ５月 日立キャピタル株式会社 九州営業本部 営業推進部長 

平成 18年 ４月 同社 業務役員 九州営業本部長 

平成 20年 ４月 同社 業務役員 営業統括部門副部門長 

平成 21年 ４月 同社 業務役員常務 営業統括部門副部門長 

平成 22年 ４月 同社 業務役員常務 法務部長 

平成 23年１０月 同社 業務役員常務 地域事業本部 関東甲信越営業本部副本部長 

   現在に至る 

 

③ 西田 政夫（昭和 35年１１月 5日生、51歳） 
    

昭和 58年  ４月 日立クレジット株式会社入社 

平成 10年  ６月 同社 金融サービス営業開発部主幹 

平成 12年  ５月 同社 財務部長 

平成 12年１０月 日立キャピタル株式会社 財務ニ部長 

平成 15年１０月 同社 第 5営業本部営業部長 

平成 17年 ９月 同社 財務部長 

平成 20年 ４月 同社 業務役員 財務部門 財務部長 

平成 23年 ４月 同社 業務役員常務 財経部長 

現在に至る 

 

 

（ご参考）平成 2４年 4月 1日以降の執行役の体制は次のとおりです。 
 

職       名 氏   名 

代表執行役 

執行役社長 
三浦 和哉 

執行役専務  

ビジネスパートナー事業担当 

経営管理本部長 

小島喜代志 

執行役専務 

法人事業・日立グループ事業・ 

金融サービス事業担当 

川部 誠治 

執行役常務 

品質保証本部長 
百井 啓二 

執行役常務 

国際事業本部長 
戸沢 広則 

執行役 

日立グループ事業本部長 
片岡  淳 

執行役 

営業センター担当 

地域事業本部長 

甲斐 雄二 

執行役 

財務本部長 
西田 政夫 

＊ グループコーポレート機能の明確化及び強化を図る為、本社機構を経営管理本部、財務本部、 

品質保証本部の本部体制にいたしました。 

＊ 現在の海外事業本部を国際事業本部に名称変更し、海外事業展開における情報収集および人財 

教育の強化を目的に香港に本部を設置します。また東京とシンガポールに分室を設置いたします。 

以   上 


